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回次
第40期

第３四半期
連結累計期間

第41期
第３四半期

連結累計期間
第40期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年12月31日

自2020年４月１日
至2020年12月31日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 （千円） 15,620,690 14,935,873 21,035,714

経常利益 （千円） 2,600,285 1,914,154 3,009,953

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,724,095 1,324,899 2,074,137

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,870,089 1,631,039 1,952,526

純資産額 （千円） 9,379,712 10,322,706 9,464,000

総資産額 （千円） 12,618,087 13,975,291 13,558,509

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 91.46 70.33 110.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 74.3 73.8 69.8

回次
第40期

第３四半期
連結会計期間

第41期
第３四半期

連結会計期間

会計期間
自2019年10月１日
至2019年12月31日

自2020年10月１日
至2020年12月31日

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）
（円） 9.10 △5.20

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より、株式取得によりジャンプ㈱を連結の範囲（リクルーティング事業）に含めて

おります。

　また、当社は2020年４月１日付で連結子会社であった㈱クイック・グローバル（海外事業）を吸収合併しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

　当第３四半期連結累計期間における日本経済は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う2020年４月の緊急事態宣言

の発令、さらには７月以降及び年末にかけての第２波、第３波の感染再拡大の影響を受けて消費活動や企業活動が大

きく制限されました。これにより、経済活動回復に向けた動きは依然として鈍く、国内景気の先行きは不透明な状況

です。

　国内の雇用情勢は、11月の有効求人倍率（季節調整値）は1.06倍と２カ月連続で改善し、完全失業率も2.9％と前

月から改善しましたが、コロナ禍の影響により先行きは不透明であり、幅広い分野で人手不足感が深刻化していた前

年同期とは状況が一変いたしました。

　このような事業環境の中、当社グループでは企業の社会的責務を果たすべく事業推進・継続に向け、既存サービス

のコロナ禍対応に加えて、新たな注力分野の開拓、グループ内での連携強化等により、人材に関する顧客企業の課題

解決をサポートし、他社との差別化や顧客満足度の向上に取り組みました。さらに、生産性を高めるための営業体制

の再構築にも取り組み、事業基盤の強化も進めてまいりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループの売上高は14,935百万円（前年同四半期比4.4％

減）、営業利益は1,743百万円（同32.2％減）、経常利益は1,914百万円（同26.4％減）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は1,324百万円（同23.2％減）となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（人材サービス事業）

１．人材紹介

　人材紹介では、当初、新型コロナウイルスの感染拡大及び2020年４月の緊急事態宣言等の影響により、一部の顧客

企業で採用マインドの低下や採用活動の延期・中断等の動きがありましたが、５月の緊急事態宣言解除以降、採用活

動を再開させる企業も増えてきております。また、半導体業界の採用ニーズは依然として旺盛な状況が続いており、

さらにコロナ禍の長期化や第３波の発生に伴う医療体制のひっ迫を背景に看護師の採用ニーズも高い水準で推移して

おります。

　こうした事業環境を背景に、注力分野の絞り込みや営業体制の再構築、求人企業及び転職希望者との面談強化によ

るきめ細かな対応等に取り組んだ結果、一般企業を対象とした専門職・技術職の人材紹介の業績はほぼ横ばいで推移

し、看護師紹介及び保育士紹介は堅調に推移しました。

２．人材派遣・紹介予定派遣・業務請負等

　人材派遣・紹介予定派遣・業務請負等では、看護師派遣において、2020年４月の緊急事態宣言に伴う医療施設等の

休業措置による派遣スタッフの稼働数減少の影響はほぼ解消しました。こうした中、既存スタッフの契約継続促進、

新規派遣先の開拓に努めたことで業績は堅調に推移しました。さらに、保育士派遣においても、登録者獲得のための

プロモーション強化、きめ細かな登録者対応を進め、業績は堅調に推移しました。

　一方、その他の分野の人材派遣においては、コロナ禍によりIT関連等の一部の職種を除き派遣スタッフの活用に消

極的な企業が依然として多く、厳しい状況が続いております。

　これらの結果、人材サービス事業の売上高は10,133百万円（前年同四半期比1.1％増）、営業利益は2,123百万円

（同2.9％減）となりました。
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（リクルーティング事業）

　リクルーティング事業では、新卒採用領域において、2021年３月卒業予定の大学生を対象とした新卒採用サイト及

び2022年３月卒業予定の大学生を対象としたインターンシップサイトの広告取り扱いは、顧客企業の採用活動再開に

伴い改善しました。しかし、新型コロナウイルスの感染拡大リスクを考慮し、リクナビの合同企業説明会等が2020年

８月まで中止されたことに加え、11月及び12月に開催を予定していた大都市圏での大規模合同企業説明会も中止とな

ったことを受け、新卒関連イベントの取り扱いは厳しい状況でした。

　中途採用領域では、採用ニーズが旺盛な医療・介護・物流分野等を中心にIndeedの取り扱いが好調でした。しかし

ながら、コロナ禍の長期化に伴い、飲食業やサービス業、人材派遣会社等では業績悪化により採用ニーズの回復が遅

れている企業も多く、正社員及び派遣登録スタッフ、アルバイト・パート募集のための求人広告の取り扱いは改善傾

向ではあるものの、本格的な回復には今しばらく時間が必要な状況です。

　こうした中、第１四半期より連結子会社化しましたジャンプ㈱では、新卒領域におけるコロナ禍を前提とした採用

戦略構築コンサルティングやインターンシップのオンライン化サポート、採用サイト制作等を通じ、顧客企業の採用

活動支援を進めております。

　この結果、リクルーティング事業の売上高は1,823百万円（前年同四半期比29.0％減）、営業損失は14百万円（前

年同四半期は営業利益631百万円）となりました。

（情報出版事業）

　情報出版事業では、新型コロナウイルスの影響が残るものの、飲食店や小売店、サービス業、住宅メーカーをはじ

めとする顧客企業の販促マインド及び採用ニーズが少しずつ回復に向かう中、主力の生活情報誌や住宅情報誌の業績

が改善してまいりました。また、こうした事業環境の中、生活情報誌とともに各家庭に配布する折り込みチラシ等の

ポスティングサービスも金沢、新潟を中心に改善したほか、Indeedの取り扱いも順調に推移しております。

　さらに、「ココカラ。」ブランドで展開するコンシェルジュサービスは、転職領域の業績が拡大したほか、住宅領

域も改善が続き、コンシェルジュサービス全体の業績は順調に推移しました。

　この結果、情報出版事業の売上高は1,408百万円（前年同四半期比8.7％減）、営業利益は54百万円（同62.6％減）

となりました。

（その他）

１．IT・ネット関連事業

　IT・ネット関連事業では、新型コロナウイルスの影響により、主要顧客層である採用及び人材育成関連企業では販

促に対して慎重なスタンスが多い中、コロナ禍でも成長を続けるDX（デジタルトランスフォーメーション）や

SaaS（Software as a Service）領域の企業への営業強化に取り組みました。さらに、2020年11月に開催したオンラ

イン人事イベント「日本の人事部 ＨＲカンファレンス 2020-秋-」は、５月にオンライン開催した「日本の人事部 

ＨＲカンファレンス2020-春-」の実績が評価され、出展社数、参加者数、売上高とも過去最高を更新しました。これ

により、主力の「日本の人事部」事業の業績が改善し、㈱ＨＲビジョンの利益面も前年同期比で増益に転じました。

　また、㈱クロノスにおいて、ラーニング分野では、コロナ禍の影響による業績懸念からIT関連の研修への投資を抑

制する企業も多く、さらに感染拡大リスクを考慮して集合研修やセミナー等の開催を自粛する企業も増えました。こ

うした中、大手企業への営業強化に加え、近年関心が高まっているAIやDX（デジタルトランスフォーメーション）関

連のオンラインセミナーの開催、個別研修の受注強化に取り組んだことで、業績は順調に推移しました。一方、シス

テム開発分野では、開発プロジェクトの延期や見送りが相次ぐ中、AI関連の新規案件や小規模短納期案件のほか、経

験の浅いエンジニアでも対応可能なシステムの品質保証等の受注強化に取り組んだことで業績が改善しました。

２．海外事業

　海外事業では、北中米（米国・メキシコ）において、新型コロナウイルスに関する規制が多少緩和され、企業活動

も限定的に再開され始めたことで、延期となっていた採用案件が進捗しました。しかし、企業の採用ニーズはIT関連

や会計、翻訳等の専門職・即戦力人材に偏り、事務系職種や未経験者等の採用ニーズは依然として低く、人材紹介の

業績は改善傾向にあるものの、本格的な業績回復には至っておりません。また、米国での人材派遣も、一時帰休して

いたスタッフの復帰が進んだこと等により業績は底堅く推移しました。

　アジア（中国・ベトナム・タイ）において、中国では新型コロナウイスの感染拡大がいち早く落ち着き、経済活動

が正常化に向かう中、人材紹介は好調でした。また、コロナ禍における人事労務トラブル等に対応する相談顧問サー

ビス、コロナ禍後の社員育成ニーズをつかんだ研修サービス等の人事労務コンサルティングも堅調でした。ベトナム

では外国からの渡航制限に伴い、主力の現地日系企業向け日本人紹介が苦戦しました。こうした中、ITや食品、家具

販売等の採用ニーズが旺盛な業界に対して渡航制限の影響を受けないベトナム人紹介の営業強化に取り組み成果が出

てきておりますが、日本人紹介の落ち込みをカバーするには至っておりません。タイでも、コロナ禍に伴う渡航制限

等の影響により経済回復が遅れる中、投資に積極的な中国及び台湾系企業への人材紹介の営業強化に取り組みまし

た。
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　英国においては、新型コロナウイルスの感染拡大に伴うロックダウンの影響による採用活動の凍結や派遣ニーズの

縮小等により、国内企業への人材紹介及び人材派遣ともに厳しい状況でした。こうした中、欧州企業への転職をサポ

ートする国際間の人材紹介（クロスボーダーリクルートメント）は引き続き順調でしたが、さらなる業績拡大に向

け、欧州各国への新規顧客開拓に取り組んでおります。

　また、これら海外各社に対して、当社グローバル事業本部が国際間の転職支援（クロスボーダーリクルートメン

ト）や現地での転職希望登録者獲得のためのサポート等の営業支援に取り組みました。

　これらの結果、その他の売上高は1,569百万円（前年同四半期比5.5％増）、営業利益は170百万円（同12.1％減）

となりました。

②財政状態

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、13,975百万円となり、前連結会計年度末と比較して416百万円増

加しました。主な要因は、受取手形及び売掛金は減少しましたが、現金及び預金、投資有価証券が増加したこと等に

よるものであります。

　負債合計は、3,652百万円となり、前連結会計年度末と比較して441百万円減少しました。主な要因は、買掛金、未

払法人税等、賞与引当金が減少したこと等によるものであります。

　純資産合計は10,322百万円となり、前連結会計年度末と比較して858百万円増加しました。主な要因は、親会社株

主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の増加であります。なお、自己資本比率は73.8％と前連結会計年

度末と比較して4.0ポイント改善しました。

（2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

（3）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状

況を判断するための客観的な指標等について重要な変更はありません。

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更はありません。

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2020年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2021年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,098,576 19,098,576
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 19,098,576 19,098,576 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年10月１日～
2020年12月31日 － 19,098,576 － 351,317 － 271,628

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2020年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

2020年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 261,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,833,400 188,334 －

単元未満株式 普通株式 4,076 － －

発行済株式総数 19,098,576 － －

総株主の議決権 － 188,334 －

①【発行済株式】

2020年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社クイック
大阪市北区小松原町

２－４
241,100 － 241,100 1.26

株式会社クロノス
大阪市中央区久太郎

町３－３－９
20,000 － 20,000 0.10

計 － 261,100 － 261,100 1.36

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,469,166 7,966,949

受取手形及び売掛金 2,139,732 1,511,315

その他 423,453 343,539

貸倒引当金 △2,081 △1,854

流動資産合計 10,030,271 9,819,949

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 879,320 847,700

車両運搬具（純額） 4,872 1,757

工具、器具及び備品（純額） 99,880 105,335

土地 276,869 276,869

リース資産（純額） 7,360 5,252

有形固定資産合計 1,268,302 1,236,914

無形固定資産

ソフトウエア 367,856 443,084

ソフトウエア仮勘定 74,851 225,515

のれん 74,846 71,804

その他 10,659 10,659

無形固定資産合計 528,213 751,064

投資その他の資産

投資有価証券 926,517 1,400,382

敷金 656,096 661,359

繰延税金資産 100,388 47,212

その他 52,152 61,510

貸倒引当金 △3,433 △3,102

投資その他の資産合計 1,731,721 2,167,362

固定資産合計 3,528,237 4,155,341

資産合計 13,558,509 13,975,291

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 492,927 238,321

短期借入金 192,502 653,588

1年内返済予定の長期借入金 6,000 14,840

未払金 838,432 952,703

未払費用 562,217 594,640

未払法人税等 552,213 124,595

未払消費税等 349,522 311,611

賞与引当金 571,211 290,348

役員賞与引当金 42,000 －

返金引当金 20,600 13,400

その他 348,576 127,694

流動負債合計 3,976,203 3,321,743

固定負債

長期借入金 4,500 9,033

繰延税金負債 7,530 216,409

資産除去債務 98,011 98,042

その他 8,262 7,356

固定負債合計 118,304 330,841

負債合計 4,094,508 3,652,585

純資産の部

株主資本

資本金 351,317 351,317

資本剰余金 391,392 391,392

利益剰余金 8,194,756 8,747,322

自己株式 △16,005 △16,005

株主資本合計 8,921,459 9,474,026

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 537,307 863,428

為替換算調整勘定 1,134 △16,869

その他の包括利益累計額合計 538,441 846,558

非支配株主持分 4,099 2,121

純資産合計 9,464,000 10,322,706

負債純資産合計 13,558,509 13,975,291
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日

　至　2020年12月31日)

売上高 15,620,690 14,935,873

売上原価 5,767,785 5,701,028

売上総利益 9,852,904 9,234,844

販売費及び一般管理費 7,280,377 7,491,804

営業利益 2,572,526 1,743,040

営業外収益

受取利息 594 1,335

受取配当金 12,049 8,785

助成金収入 － 155,376

その他 18,668 12,878

営業外収益合計 31,312 178,376

営業外費用

支払利息 1,673 3,663

為替差損 1,000 3,532

支払手数料 730 －

その他 149 66

営業外費用合計 3,553 7,262

経常利益 2,600,285 1,914,154

特別利益

固定資産売却益 － 1,580

投資有価証券売却益 63,338 －

段階取得に係る差益 14,025 －

特別利益合計 77,363 1,580

特別損失

固定資産売却損 － 227

固定資産除却損 4,443 55

減損損失 60,114 －

事務所移転費用 － 7,569

特別損失合計 64,558 7,852

税金等調整前四半期純利益 2,613,090 1,907,882

法人税、住民税及び事業税 756,331 463,059

法人税等調整額 131,707 122,757

法人税等合計 888,038 585,817

四半期純利益 1,725,052 1,322,064

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
956 △2,834

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,724,095 1,324,899

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日

　至　2020年12月31日)

四半期純利益 1,725,052 1,322,064

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 157,740 326,121

為替換算調整勘定 △12,703 △17,147

その他の包括利益合計 145,037 308,974

四半期包括利益 1,870,089 1,631,039

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,869,219 1,633,017

非支配株主に係る四半期包括利益 869 △1,978

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　第１四半期連結会計期間より、株式取得に伴い、ジャンプ㈱を連結の範囲に含めております。

　また、第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であった㈱クイック・グローバルは、当社を存続会

社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

（追加情報）

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積りにおいて、前事業年度の有価証券報告書の（追加

情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期等を含む仮定について重要な変更はあり

ません。

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

前第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日

至　2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年12月31日）

減価償却費 131,249千円 158,892千円

のれんの償却額 9,888 9,812

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月20日

定時株主総会
普通株式 433,720 23.00  2019年３月31日  2019年６月21日 利益剰余金

2019年10月31日

取締役会
普通株式 414,862 22.00  2019年９月30日  2019年12月２日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日

定時株主総会
普通株式 433,720 23.00  2020年３月31日  2020年６月29日 利益剰余金

2020年10月30日

取締役会
普通株式 339,433 18.00  2020年９月30日  2020年12月１日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

１．配当金支払額

（注）2019年10月31日の取締役会で決議された配当金の総額には、連結子会社が保有する親会社株式に対する配当金を

含めております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．配当金支払額

（注）配当金の総額には、連結子会社が保有する親会社株式に対する配当金を含めております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）３

人材サー
ビス

リクルー
ティング

情報出版 計

売上高

外部顧客への売

上高
10,020,642 2,569,083 1,542,619 14,132,344 1,488,345 15,620,690 － 15,620,690

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

6,585 8,509 7,472 22,567 8,415 30,983 △30,983 －

計 10,027,227 2,577,592 1,550,091 14,154,911 1,496,761 15,651,673 △30,983 15,620,690

セグメント利益 2,186,372 631,414 145,734 2,963,521 193,597 3,157,118 △584,591 2,572,526

（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）３

人材サー
ビス

リクルー
ティング

情報出版 計

売上高

外部顧客への売

上高
10,133,924 1,823,386 1,408,884 13,366,195 1,569,677 14,935,873 － 14,935,873

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

3,857 8,107 5,846 17,811 61,964 79,775 △79,775 －

計 10,137,782 1,831,493 1,414,730 13,384,006 1,631,641 15,015,648 △79,775 14,935,873

セグメント利益又

は損失（△）
2,123,049 △14,826 54,507 2,162,731 170,124 2,332,855 △589,815 1,743,040

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日 至　2019年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、IT・ネット関連事業、海外

事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△584,591千円には、セグメント間取引消去136,809千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△721,400千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日 至　2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、IT・ネット関連事業、海外

事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△589,815千円には、セグメント間取引消去84,254千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△674,069千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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前第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日

至　2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年12月31日）

　１株当たり四半期純利益 91円46銭 70円33銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,724,095 1,324,899

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
1,724,095 1,324,899

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,850 18,837

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

2020年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………339,433千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………18円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2020年12月１日

（注）　2020年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年２月10日

株式会社クイック

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 廣田　壽俊　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 谷間　薫　　　印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クイッ

クの2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クイック及び連結子会社の2020年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

・  主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・  四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・  四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上


